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第３回大阪府流域下水道事業の経営戦略検討懇話会　議事要旨

日時　：平成28年9月16日（金）　14時00分～16時10分

場所　：大阪赤十字会館　３階　302会議室
出席者：貫上委員、佐藤委員、武田委員、深澤委員　計４名

■主な議題
　Ⅰ．大阪府流域下水道の維持管理体制について　　　  4頁～ 8頁
　Ⅱ．維持管理業務について     　　　               9頁～25 頁
　Ⅲ．維持管理に係る経費について 　                26頁～45頁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※頁数は配布資料のもの

■概要：〔以下、〇委員　　●事務局〕
· Ⅰ．についての概要
○　組織体制で300名余の人員とあるが、技術職員の割合や年齢構成は。
●　事務と技術に分かれていて、300人のうち150人程度を維持管理担当と位置付けし、主に各水みらいセンターを中心に土木職、化学職、機械職、電気職等を配置している。
年齢構成は高齢化が進んでおり50歳以上が３分の1程度となっている。新規採用も土木職全体で20名程度であり、世代交代が進みにくい状況。
　　○　新規採用が少ない中で、先々のことを考えると検討としては包括的民間委託もあるが全部自前で行う考えもある。その辺りは、どう考えているか。
　　●　全面的に民間へアウトソーシングするのは、安定的な下水道処理を行ってサービスを提供するという面から非常にリスクが大きいと考えている。運転管理委託でできない専門的な点検とか、工事の積算・発注、監督指導等をできるだけ人数は絞りながらでも、職員がやっていくべきと考えている。

· Ⅱ．についての概要
○　燃料・薬品の調達の発注ロットについて事務所単位（3ロット）でやっているということだが、まだ集約調達できそうだと思うが。

●　事務所単位で行っている理由は、調達先に不測の事態が起こった際のリスク回避のため。例えば調達先の会社の倒産時など、複数の契約先を持てば、他の事務所が契約する会社からすぐに調達できる。また地域に根差した業者もおり、遠いところは運搬費もかかるため、地域性の面からも分割したほうが優位となる。
○　運転管理業務委託について、全国的には大阪府の発注方式が多いのか。包括的民間委託方式が多いのか。
●　日本全国で約2,200箇所下水処理場があるが、内300箇所が包括的民間委託。また300箇所の内、処理能力が1万立方メートル/日以下の小さな処理場が5割を超えていて。大阪府のような大きな処理場は10％以下となっている。
　　○　運転管理業務委託は総合評価方式による入札で今まで3回実施されているが各場所によって毎回受注会社が変わっているのか。継続的に同じ会社が受注している傾向か、受注している会社が総数どれくらいあるのか、入札でどれくらい競っているのか、技術的提案をいただいているが新たな画期的提案が今後も見込めるのか、見通しを教えてほしい。
　　●　受注会社については、変わっている個所もあるがほとんど同じ。業者数は10数社で、毎回コスト削減・省エネ等の有用な技術提案を頂いており、今後も提案が頂けるものと思っている。
　　○　運転管理業務委託の処理場単位の発注を、複数の処理場をまとめて発注するというスケールメリットの出し方はあり得るのでは。
　　●　監視方法として遠隔監視設備等で繋ぐとかそういった形で何か集約をしないと、単純な集約発注は、流域間で距離もあり難しい。また受注者として、現場で働いている人が1,000名程いるのだが、この人材が一番の財産であり受注者側のことも考える必要がある。今後の検討すべき課題として受け止めたい。
　　○　運転管理委託について、例えば包括委託にするとデメリットとして、維持管理の効率化に向けたインセンティブが働きにくいと書かれているが、情報をうまく交換するような仕組みを作るなどすれば改善できるのでは。
また包括委託にすれば、難易度の高い処理場などは、発注しても落札されないことがあるかもしれないが、その場合は、従来のままでやっていくなど、うまくやっていく方法があるのではないか。無理に包括委託ということをしなくとも、現状のままでも、工夫はできるのでは。
　　●　資料にあるメリットデメリットについては一般的な書き方をしており、施設ごとの特性や老朽度でも随分違うので、これまで委員から頂いた観点も踏まえ、いかに効率的に、安価にできるとか、今後もう少し新たな効率的なやり方は無いのか検討していきたい。
　　○　南部水みらいセンターの汚水１立方メートルあたりの維持管理費が67円と一番突出している。ここの規模は比較的小さいことを考えると、包括的民間委託を試行的に採用するとか、現状の業務を改善することプラス、こういうところは包括委託するなど、併用といったことも考えればいいのでは。
　　●　南部水みらいセンターは、府の中でも一番規模の小さい処理場であり、そういうことも踏まえながら、どういったことができるかというのは当然考えていこうと思っている。
維持管理という中で、オペレーションとマネジメントのオペレーション部分については、できるだけ外部に、またマネジメントのほうはやはり発注者側（管理者）でできるだけマネジメントしていくという基本的な考え方で今は動いている。
　　　
· Ⅲ．についての概要
○　負担金制度で他府県の状況では8割が「従量単価方式」で、大阪府が「費用配分方式」。大阪が他府県と異なる理由は。また見直す予定は。
●　流域下水道が発足した当初から配分方式を採用し、以降ずっとこの方式を採用している。一元化後も、この方式を見直すことなく、現在も続いている。

○　第三者的に見ると、やはり実際の流入水量に応じてやるのが一番合理的ではないかと考える。また、南部水みらいセンターでは、高処理単価対策費についてなかなか5万立方メートル/日を越える目途が無い状態で、これまで20数年間繰入を行ってきた。そろそろ歯止めが必要ではと考えるがどうか。
●　包括外部監査により指摘を受けた高処理単価対策費については、元々10万立方メートル/日を対象にしてきており、それを5万立方メートル/日まで見直したという経過がある。その上で、現状で残っているのが南部水みらいセンター。しかし、今後も相当期間５万立方メートル/日を越えない、最終的にも5万立方メートル/日を越えない可能性もあり、恒久的に大阪府が府費を投入するとなると、当初の府費補助の目的（普及率が低く、使用料収入が上がらない中で、府費を投入することにより、市町村が行う下水道整備を進める。）から逸脱することにもなるため、水量でもって判断するわけでなく、その他の整備状況であるとか、これまでの経過も踏まえた中で、今後の在り方を検討すべきであると考えている。
○　高処理単価対策について、「有収水量がある程度増加」とか「一定の期間」とか記載があるが、これらがどう決められているかがわからなかったのだが、そもそも当初考えていた水量が減っているということなのか。それとも当初から伸びないという想定だったのか。
●　当初の計画では、南部処理区においても5万立方メートル/日を越える計画となっていたのだが、現在は使用水量も減っており、人口も減りつつある。さらに財政難から市町村の下水道整備も進まず、水量増が相当期間見込めなくなっている。

○　このままなら、南部処理区の方々のために府全体で維持管理費を負担するのかということにもなるので、関係市町村との合意を得てからの話になるが、この部分は何らかの形で、今とは違う基準を整備する必要があるのではと思う。
　　それと環境整備における脱臭対策についても包括外部監査で受益者負担が適切、つまり汚水私費でとなっているが、なぜこれまで見直しをしてこなかったのか。
●　環境対策費については、平成15年度の包括外部監査で頂いた意見において、悪臭防止と考える部分と景観に対するところの部分がミックスになっていて、当時としては他の流域の汚水もそれぞれの処理場で処理するということで地域対策、環境対策に力を入れて施策的にやっていった背景があった。また従来の市が単独で持っていた処理場よりも、レベルの高い臭気対策であるとか緑地整備をやっていくという流域下水道独特の特性があったということで環境対策費を公費負担としている。
○　様々な背景がある中ではあるが、今はかなり事情も変わってきていると思うので、公平性の面からということでやはり、実際のところでどうあるべきかを市町村と議論するしかないと思う。
○　市町村負担金について流入水量に応じた負担金とすると、負担が増える市町村の数と減る市町村の数どちらが多いのか。また実際には維持管理費は、固定費で算定する部分と流入水量をある程度気にして算定する部分とに分かれると思うのだが、これまでの将来見込は、どれくらい正しかったのか。
　　●　流入水量に応じた負担金にした場合の計算はやっていないのでわからないが、もちろん増える市町村と減る市町村が出てくると考えている。また維持管理予算の精度については、43ページのグラフで平成27年度までは折れ線が予算額、棒グラフが決算額となっており、その差がひとつの精度とみることができる。
　　○　現状の計画では平成30年度以降は、一定の形となっているが実際にはこのようにならないはず。市町村にすれば、これを目途に予算を立てたり将来計画を立てたりすることになるが、これが上がるのか、それともここが上限なのかを、実際のところを考えとして持っているのか。
さらに維持管理費は個々の自治体にとっても、とても大きいものだと思うので、単に流入水量などに応じてという話になると、下がる自治体もあれば増える自治体もあり、流域により規模も違うので、負担の考え方がおかしくなる。例えば固定分3割、残り7割を流入水量に応じてとするなり、その割合を変えるなりして、各自治体の変動が大きいのか小さいのか、また急激な変化を避けるために緩和措置が必要なのか不用なのかなど、そのあたりを少し明らかにすると議論はしやすいかと思う。

　　●　まずユーティリティ等については、ここ数年の状況をみても、正確に将来予測することは非常に難しい。さらに改築更新需要が増加している中で機器類の突発的な故障などが発生した場合は維持管理の中で対応せざるを得ず、そうなると補修費が増加するなど、不確定要素が多く、維持管理費をシビアに予測することは非常に難しい。
　　　　また基本水量制による負担もというような提案を頂いたが、過年度の実績を踏まえたケーススタディを含めて、従量制にした場合にどうなるかを検討していきたい。
　　○　広域負担という観点から見れば、従量単価制を取り入れるのもやむなしかなと思う。ただ、他の先生方のお話しを伺って、その導入としては単純にイチかゼロではないことに気付かされた。バッファを取りすぎると、結果としての効果は費用清算方式と変わらない。従量単価制を採用する際に殆どバッファを取らないとしたら、従量単価制では大阪府がある意味過度のリスクを負うことになる。ただし、適切なバッファをとれば、赤字化を防ぐべく下水道の効率化を図ろうというインセンティブが下水道室に働くのではと考える。費用配分方式では、最終的に精算し返しているわけだが、そうではなく、適切な経営努力を行うならば赤字とならないくらいをバッファとして取るというやり方も、そういう意味ではいい制度なのかもしれない。
　　●　大阪府は平成30年の公営企業化を目指しているが、市町村においても既に公営企業化を実施しているところ、また今後目指していくところもある。そういった場では、市町村としても、受益者負担というか、維持管理負担金についても、色々なところから説明を求められることになろうかと思う。同じように、大阪府でも今後は適正な費用負担の在り方を問われ、原則に見合わない負担をいくらしているのか、また一般会計から支出するとなれば府民への説明も必要となるので、平成30年の法適化を目指して、今考えなければならないと思っている。また先にも述べたとおり、市町村も公営企業法の適用を目指しており、それぞれの経営戦略につながっていくので、大阪府も一緒に考えていきたい。
　　○　やはり基準外の繰入については、他府県と比べても大阪府が多い。基準外であるということは特定の地域に対して、公費を使っているという形にもなるので、やはり公平性からみたら気になるところである。
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